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Ⅰ．平成２１年度気象庁関係予算内示 
 

内示額総括表 

 
 

(単位：百万円)

前 年 度

予 算 額 摘　　要

（A)/(B)

一 　般 　会 　計 55,261 57,435 0.96

  

○物　件　費 18,608 20,139 0.92

  

主 要 施 策 2,566 3,411 0.75

地球温暖化観測・監視体制の強化 883 172 5.13

  

台風・集中豪雨対策等の強化 846 1,160 0.73

地震・火山対策の強化 837 2,079 0.40

○人　件　費 36,653 37,296 0.98

社会資本整備事業特別会計

空港整備勘定

 航空気象施設の維持運営 10,323 10,191 1.01

  

合　　　　　　　　　　計 65,584 67,626 0.97

(注) 端数処理のため計算が合わない場合がある。

区　　         　　      　分
対前年度比

(A) (B)

内 示 額



「経済財政改革の基本方針２００８」の実現に向けて、陸、海、空あらゆる
角度からの観測監視を強化

地上観測地上観測
海洋観測海洋観測

第３章低炭素社会の構築

１．低炭素社会構築のための行動計画
【具体的手段】
（３） ポスト京都議定書の枠組みづくりにおけるイニシアティブの発揮

・ 気候変動と社会・経済との相互関係等についての先進的研究や、低炭素社会研究にかかわる機
関による国際ネットワーク設立、気候変動とその影響等把握のための全球の観測・監視体制の

強化に取り組む。

◇「基本方針2008」～抜粋

－２－

１．地球温暖化観測・監視体制の強化

サイクロンによる高潮にさらされる
ミャンマーやバングラディシュなど

土台である観測・監視・予測の強化なしには、緩和／適応策は成り立ち得ない

内示額：８７０百万円○地球温暖化に関する観測・監視体制の強化

ブリューワー式

オゾン全量観測
装置整備

精密日射放射
観測装置整備

二酸化炭素観
測装置整備

全炭酸・アルカリ
度分析装置整備

自動化学分析
装置整備

Ⅱ．主要事項



２２年度～

・約10km四方の格子単位
・10分刻みで１時間後まで予想
・図形式で提供

突風の
可能性高い

60分後

10分後

・
・
・
・
・
・

局地的な集中豪雨等による災害の防止・軽減に向けて、市町村長が行う
避難勧告等の判断を効果的に支援するため、平成22年度から大雨警報、

洪水警報等の発表地域を市町村単位まで細分 （平成21年度システム整備）

－３－

２．台風･集中豪雨対策等の強化

○市町村単位の気象警報の発表

○突風等に対する短時間予測情報の提供

局地的に発生し急激に発達する激しい突風や雷、短時間強雨による災害
の防止・軽減に向けて平成22年度から突風等に対する短時間予測情報の
提供を開始 （平成21年度システム整備）

全国 従来 細分区域数 374 計画 細分区域数 約1,800

細分区域数 5 + 4（島しょ） 細分区域数 53 + 9（島しょ）
豪雨の範囲を考慮した警報発表が可能となる豪雨の範囲よりも広く警報を発表している

東京都の場合平成20年現在 平成22年計画

：警 報
：注意報
：発表なし

：警 報
：注意報
：発表なし

現在
・全国で374区域
・注意を文章でお知らせ

半日～１日前

０～１時間前

数時間前

「気象情報」「気象情報」発表

「雷注意報」「雷注意報」発表

「竜巻注意情報」「竜巻注意情報」発表

竜巻発生竜巻発生

○○県竜巻注意情報
平成XX年XX月10日12時09分 △△地方気象台発表

○○県では、竜巻発生のおそれがあります。

竜巻は積乱雲に伴って･･･安全確保に努めて下さい。

この情報は、13時10分まで有効です。

対象地域 中部、南部、東部

内示額：２２１百万円

内示額： ７１百万円



火山監視・情報センターシステムのデータ解析能力を向上させ、迅速・的
確に噴火警報の提供を行うとともに、二中枢化システムによりバックアップ
体制を構築

－４－

３．地震･火山対策の強化

○火山監視・情報センターシステムの機能強化 内示額： ２２５百万円

○次世代地震津波監視システムの整備 内示額： ４５７百万円

気象庁本庁、各管区気象台及び沖縄気象台に設置しているシステムの
集約により、津波警報や地震情報等のより迅速な発表を実現するとともに、
二中枢化により、大規模災害時にも地震津波情報を確実に提供

次世代地震津波監視システム

次世代地震津波監視システム

３年計画 平成19年度 設計、製作、平成20年度 設置（大阪）、平成21年度 設置（本庁）

札幌火山センター

福岡火山センター

本庁火山センター

仙台火山センター

＜現状＞

本庁火山センター

福岡火山センター

収集装置

収集装置

＜更新計画＞

２年計画
平成２１年度 設計、製作
平成２２年度 設置

札幌火山センター

仙台火山センター

本庁

大阪

札幌

仙台福岡

沖縄




